
平成２４年１０月 

大阪市財政の現状と見通し 

大阪市 
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 起債運営のコンセプト① 
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■市場との対話を重視した起債運営 

24年度より全年限において主幹事方式を採用 

23年度まで 

5年債 引合（入札）方式 

10年債 引合（入札）方式 

超長期債 主幹事方式 

24年度 

主幹事方式 

主幹事方式 

主幹事方式 

変更 

Ⅰ 大阪市の起債運営 



 起債運営のコンセプト② 
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起債テーマ①  
「発行価格の信頼性向上」     

起債テーマ② 

 「投資家層の拡大」     

 
 より多くの投資家に購入を検討していただけるよう、 
 
   事前の発行概要アナウンスを早期に行う。 
 
 
    → 発行月の前々月の月末までに、条件決定日、 
 
         払込日、償還日、主幹事を公表 
 
 
個別訪問IRの充実 

 
    → 発行月の前月に、起債に向けた個別訪問IRを 
 
         丹念に行い、大阪市財政の健全性をアピール 
 
         することで、より多くの投資家の参加を目指す。 
 

 
 幅広い投資家との対話を踏まえた実需に基づく 
 
  条件決定を行うことで発行条件の信頼性を高める。 
 
 
 主幹事方式の特徴である 
 
  「均一価格（発行条件）での投資家向け販売」 
 
  を徹底し、投資家に安心して発行価格で購入して 
 
  いただける起債運営を行う。 
 
⇒ 以上の2点を徹底することで、 
 
  投資家が本市債を発行条件で購入された後、  
 
  流通市場でも適切に価格が形成され、  
 
  安心して継続保有や売買ができることにより、 
 
  投資家の満足度を高めていく。 
   
    

 上記起債テーマに基づいた投資家重視の起債運営を一貫して行うことで、安定的な 
 調達基盤の構築を図る。 

Ⅰ 大阪市の起債運営 



 11月発行 5年債・10年債 
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24年度より、5年債・10年債において主幹事方式を導入!! 

今後のスケジュール（予定） 

主幹事：（   5年債）三菱UFJモルガン・スタンレー証券、大和証券、野村證券 

       （10年債）三菱UFJモルガン・スタンレー証券、みずほ証券、東海東京証券 
1月発行 5年債・10年債 

平成24年度 大阪市 全国型市場公募地方債 発行計画 

※ 発行月及び発行額は今後の状況変化により変更される可能性があります。 

発行概要 

5年債 10年債 

発行額 100億円 100億円 

条件決定日 2012年11月  9日（金） 2012年11月  9日（金） 
払込日 2012年11月20日（火） 2012年11月20日（火） 

償還日 2017年11月20日（月） 2022年11月18日（金） 

主幹事 

     三菱UFJモルガン・スタンレー証券 

     大和証券 

     野村證券 

    三菱UFJモルガン・スタンレー証券 

    みずほ証券 

    東海東京証券 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

個別市場公募 1,100 

5年債 400 100 100 100 100 

10年債 400 100 100 100 100 

超長期債 300 300 

フレックス枠 
（年限・発行方式未定） 

500 
(10年債) 

50 450 

共同発行債 800 50 40 50 50 100 100 90 90 130 100 

平成24年10月1日現在 （単位：億円） 

Ⅰ 大阪市の起債運営 



 24年度の発行実績（5月債、9月債） 

  5年債 10年債 

条件決定日 平成24年5月18日 平成24年5月11日 

発行額 100億円 100億円 

表面利率（％） 0.326 0.955 

発行価額  100円00銭  100円00銭 

応募者利回り（％） 0.326 0.955 

申込期日 平成24年5月18日 平成24年5月11日 

発行日 平成24年5月29日 平成24年5月22日 

償還日 平成29年5月29日 平成34年5月20日 

5月債 

9月債 

  5年債 10年債 

条件決定日 平成24年9月7日 平成24年9月7日 

発行額 100億円 150億円 

表面利率（％） 0.302 0.869 

発行価額 100円00銭  100円00銭  

応募者利回り（％） 0.302 0.869 

申込期日 平成24年9月7日 平成24年9月7日 

発行日 平成24年9月19日 平成24年9月19日 

償還日 平成29年9月19日 平成34年9月16日 

 これまで大阪市債を購入対象外としていた

複数の新規投資家の需要を獲得 

 10年債については、発行額を大きく上回る

需要により発行額が 

     100億円       150億円 

Ⅰ 大阪市の起債運営 6 

 全年限での主幹事方式採用後、初の10年債、

5年債の起債 

 投資家との丁寧な対話を踏まえた条件決定を

行い、市場重視の姿勢を徹底 



 大阪市の概要① 
 ～最近の人口・地価の推移～ 

面積 223.00ｋ㎡ （H23全国都道府県市区町村別面積調） 

人口 266万5,314人 （H22国勢調査） 

世帯数 131万1,523世帯 （H22国勢調査） 

市内総生産（名目） 19兆6,532億円 （H21大阪市民経済計算） 

市民所得   8兆74億円 （H21大阪市民経済計算） 

事業所数 20万9,636事業所 （H21経済センサス基礎調査） 

従業者数 245万4,646事業所 （H21経済センサス基礎調査） 

市域中心部の人口増加が顕著！=人口の都心回帰 

最近の人口の推移 

大阪市の人口推移（夜間入口） 

資料：平成22年国勢調査 
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平成20年9月のリーマンショックを契機とする景気低迷の長期化に
より、下落傾向が続いていたが、23年度以降、下落率は縮小傾向 

最近の地価の推移 

大阪市の地価公示における用途別の平均変動率の推移 

資料：平成24年地価公示 
Ⅱ 大阪市の概要 



 大阪市の概要② 
 ～市内総生産・経済活動の規模～ 
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資料：大阪の経済2012年版 

19兆6,532億円（平成21年度、名目） 

市内総生産 

香港、シンガポールと同規模 

その他の 

地域 

84.1% その他 

近畿 

8.4% 

大阪府 

（大阪市を除く） 

3.4% 大阪市 

4.1% 近畿圏 

15.9% 

国内総生産 

474兆402億円（H21） 

大阪市の市内総生産は国内総生産の約４%を占めています。 
また、国内総生産の約16%に相当する近畿圏（2府4県）の 
 域内総生産のうち、約1/4を大阪市が占めています。 

大阪市 

21.4% 

大阪府

（大阪市

を除く） 

24.2% 

その他 

近畿 

54.4% 

事業所数（民営）＜H21＞ 

大阪市 

24.8% 

大阪府（大阪

市を除く） 

23.9% 

その他 近畿 

51.3% 

従業者数（民営）＜H21＞ 

大阪市 

47.0% 

大阪府 

（大阪市

を除く） 

16.0% 

その他 

近畿 

37.0% 

大企業数＜H21＞ 

資料：大阪の経済2012年版 

経済活動の規模（近畿圏内シェア） 

Ⅱ 大阪市の概要 
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先端企業、研究機関の集積 

アジアとの強い結びつき 

巨大なマーケット 

優秀な人材 

優れた都市基盤 

豊富な歴史・文化資源 

 活発な経済活動 
 （大阪市の高いポテンシャル） 

Ⅱ 大阪市の概要 

市内総生産（一人あたり）は 

政令市の中で最も多く（7,380千円/人）、 

経済活動が集中している。 
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